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特定個人情報取扱規程 

 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 本規程は、彩企業年金基金（以下「基金」という。）における個人番号及び特定個人情報（以下

「特定個人情報等」という。）の適正な取扱いを確保するために必要な事項を定めることを目的とす

る。 

 

（定義） 

第２条 本規程において「個人情報」とは、個人情報の保護に関する法律（平成１５年５月３０日法律

第５７号。以下「個人情報保護法」という。）第２条第１項に規定する個人情報をいう。 

２ 本規程において「個人番号」とは、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律（平成２５年５月３１日法律第２７号。以下「番号法」という。）第２条第５項に規定する

個人番号（個人番号に対応し、当該個人番号に代わって用いられる番号、その他の符号であって、住

民票コード以外のものを含む。）をいう。 

３ 本規程において「特定個人情報」とは、番号法第２条第８項に規定する特定個人情報をいう。 

４ 本規程において「特定個人情報ファイル」とは、番号法第２条第９項に規定する特定個人情報ファ

イルをいう。 

５ 本規程において「従業者」とは、当基金にあって、直接又は間接に当基金の指揮監督を受けて、当

基金の業務に従事している者をいう。 

 

（適用） 

第３条 本規程は従業者に適用する。 

２ 本規程は、当基金が取り扱う特定個人情報等を対象とする。 

３ 本規程に定めのない当基金における個人情報の取扱いに関しては、別に定める個人情報保護管理規

程の定めに従う。 

 

第２章 管理体制及び安全管理措置 

 

（個人番号を取り扱う事務の範囲） 

第４条 当基金が個人番号を取り扱う事務は、次に掲げる事務に限るものとする。 

（１）当基金の年金又は一時金等の支給に関する事務（年金又は一時金等の支払いに伴い税務当局等に

提出が必要な法定調書の作成に係る事務に限る。） 

（２）従業者に係る源泉徴収事務、社会保険関係事務及び労働保険関係事務 

（３）前２号に付随して行う事務 

２ 前項第１号に規定する事務の流れは、別紙のとおりとする 

 

（取り扱う特定個人情報等の範囲） 

第５条 前条の規定により、当基金が個人番号を取り扱う事務において使用する個人番号及び個人番号
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と関連付けて管理される個人情報は、以下のとおりとする。 

（１）当基金の受給権者又は将来的な給付が見込まれる者（以下「受給権者等」という。）及び従業者の

個人番号、氏名、性別、生年月日、住所 

（２）受給権者等の基礎年金番号 

（３）番号法第１６条に基づく本人確認の措置を実施する際に、受給権者等又は従業者から提示を受け

た本人確認書類及びこれらの写し 

（４）当基金が行政機関等に提出するために作成した法定調書及びその控え 

（５）当基金が法定調書を作成する上で受給権者等又は従業者から受領する個人番号が記載された申告

書等 

（６）前各号に掲げるもののほか、個人番号と関連付けて保存される情報 

 

（特定個人情報管理責任者） 

第６条 当基金は、特定個人情報等の取扱いに関して総括的な責任を有する特定個人情報管理責任者を

置き、常務理事をもってこれに充てる。 

２ 特定個人情報管理責任者は、特定個人情報管理を担当する事務取扱責任者を指名し、特定個人情報

管理に関する業務を分担させることができる。 

３ 特定個人情報管理責任者は、特定個人情報等に関する監査を除き、次に掲げる事項その他当基金に

おける特定個人情報等に関する権限と責務を有するものとする。 

（１）本規程に基づき特定個人情報等の取扱いを管理する上で必要とされる細則等の承認 

（２）特定個人情報等に関する安全対策の策定・実施 

（３）特定個人情報等の適正な取扱いの維持・推進等を目的とした諸施策の策定・実施 

（４）事故発生時の対応策の策定・実施 

 

（事務取扱責任者） 

第７条 事務取扱責任者は、次に掲げる事項の権限と責務を有するものとする。 

（１）特定個人情報等が本規程に基づき適正に取り扱われるよう、事務取扱担当者に対して必要かつ適

切な監督を行うこと 

（２）特定個人情報等の利用申請の承認及び記録等の承認、管理を行うこと 

（３）特定個人情報等の取扱状況を把握すること 

（４）委託先における特定個人情報等の取扱状況等を監督すること 

（５）特定個人情報等の安全管理に関する教育及び研修を実施すること 

（６）前各号に掲げるもののほか、当基金における特定個人情報等の安全管理に関する事項について、

特定個人情報管理責任者を補佐すること 

 

（事務取扱担当者） 

第８条 当基金における特定個人情報等を取り扱う事務については、事務取扱担当者が行うこととし、

当基金における事務取扱担当者は１課、２課とする。 

２ 事務取扱担当者は、特定個人情報等を取り扱う業務に従事する際、番号法及び個人情報保護法並び

に関連法令、個人情報保護委員会が策定するガイドライン等（以下「法令等」という。）、本規程等並

びに事務取扱責任者の指示に従い、特定個人情報等の保護に十分な注意を払うものとする。 
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（管理区域及び取扱区域） 

第９条 当基金は、特定個人情報等の漏えい、滅失又は毀損（以下「漏えい等」という。）を防止するた

め、特定個人情報ファイルを取り扱う情報システムを管理する区域（以下「管理区域」という。）及び

特定個人情報等を取り扱う事務を実施する区域（以下「取扱区域」という。）を明確にし、次に掲げる

方法により安全管理措置を講じるものとする。 

（１）管理区域については、入退室管理及び管理区域に持ち込む機器等を制限する等の安全管理措置を

講じる。 

（２）取扱区域については、他の区域との間仕切りを設置する等の措置及び座席配置等による安全管理

措置を講じる。 

 

（従業者の教育） 

第１０条 当基金は、従業者に対して定期的な研修の実施又は情報提供等を行い、特定個人情報等の適

正な取扱いを図るものとする。 

 

（従業者の監督） 

第１１条 当基金は、特定個人情報等の適正な取扱いがなされるよう、従業者の監督を行う。 

 

（取扱規程等に基づく運用） 

第１２条 当基金は、特定個人情報等の取扱状況を明確にするため、次の事項に係るシステムログ又は

利用実績を記録する。 

（１）特定個人情報ファイルの利用・出力状況の記録 

（２）書類・媒体等の持出しの記録 

（３）特定個人情報ファイルの削除・廃棄記録 

（４）削除・廃棄を委託した場合、これを証明する記録等 

（５）特定個人情報ファイルに係る情報システムの利用状況（ログイン実績、アクセスログ等）の記録 

 

（特定個人情報等の取扱状況の確認） 

第１３条 特定個人情報管理責任者は、当基金における特定個人情報等の取扱いが法令等及び本規程等

に基づき適正に運用されていることを定期的に確認する。 

 

（監査の実施） 

第１４条 監査責任者又は監事は、当基金における特定個人情報等の取扱いが法令等及び本規程等と合

致していることを定期的に確認する。 

２ 監査責任者又は監事は、特定個人情報等の取扱いに関する監査結果を特定個人情報管理責任者に報

告する。 

 

（情報漏えい等事案への対応） 

第１５条 特定個人情報管理責任者は、漏えい等の事案が発生したときは、速やかに、所管官庁等に報

告する。 
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２ 特定個人情報管理責任者は、漏えい等の事案が発生したと判断したときは、その事実を本人に通知

するとともに、必要に応じて公表する。 

３ 特定個人情報管理責任者は、漏えい等の事案が発生したと判断したときは、漏えい等が発生した原

因を分析し、再発防止に向けた対策を講じるものとする。 

 

（個人情報保護委員会への報告等） 

第１５条の２ 特定個人情報管理責任者は、漏えい等その他の特定個人情報の安全の確保に係る事態で

あって個人の権利利益を害するおそれが大きいものとして行政手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する法律第２９条の４第１項及び第２項に基づく特定個人情報の漏えい等

に関する報告等に関する規則（平成２７年特定個人情報保護委員会規則第５号。以下「個人情報保護

委員会規則」という。）で定めるものが生じたときは、個人情報保護委員会規則で定めるところによ

り、当該事態が生じた旨を個人情報保護委員会に報告しなければならない。 

２ 前項に規定する場合には、特定個人情報管理責任者は、本人に対し、個人情報保護委員会規則で定

めるところにより、当該事態が生じた旨を通知しなければならない。ただし、本人への通知が困難な

場合であって、本人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置をとるときは、この限り

でない。 

 

（苦情等への対応） 

第１６条 当基金は、当基金における特定個人情報等の取扱いに関する苦情等に対する窓口を設け、適

切に対応する。 

２ 特定個人情報管理責任者は、前項の目的を達成するために必要な体制の整備を行うものとする。 

 

（体制の見直し） 

第１７条 当基金は、必要に応じて特定個人情報等の取扱いに関する安全対策及び諸施策について見直

しを行い、改善を図るものとする。 

 

第３章 特定個人情報等の取得、利用等 

 

（個人番号の取得、提供の求め） 

第１８条 当基金は、第４条に規定する事務を処理するために必要がある場合に限り、本人又は他の個

人番号関係事務実施者若しくは個人番号利用事務実施者に対して個人番号の提供を求めることがで

きる。 

２ 個人番号の提供を求める時期は、原則として個人番号を取り扱う事務が発生したときとする。ただ

し、本人との法律関係等に基づき、個人番号を取り扱う事務が発生することが明らかなときは、当該

事務の発生が予想できた時点において、個人番号の提供を求めることができるものとする。 

 

（利用目的の通知等） 

第１９条 当基金は、個人番号を取得した場合は、あらかじめその利用目的を公表している場合を除き、

速やかに、その利用目的を、本人に通知又は公表するものとする。また、本人から直接書面に記載さ

れた当該本人の個人番号を取得する場合は、あらかじめ、本人に対し、その利用目的を明示するもの
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とする。 

 

（本人確認） 

第２０条 当基金は、本人又は代理人から個人番号の提供を受けるときは、法令等に基づき本人確認を

行うものとする。 

 

（個人番号の利用） 

第２１条 当基金は、第４条に規定する事務を処理するために必要な場合に限り、個人番号を利用する

ものとする。 

２ 当基金は、人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意があり、

又は本人の同意を得ることが困難であるときは、前項の規定にかかわらず、当基金が保有する個人番

号を利用することができる。 

 

（特定個人情報ファイルの作成の制限） 

第２２条 当基金は、第４条に規定する事務を処理するために必要な場合に限り、特定個人情報ファイ

ルを作成するものとする。 

 

第４章 特定個人情報等の保管、管理等 

 

（保管） 

第２３条 当基金は、第４条に規定する事務が終了するまでの間、特定個人情報等を保管する。ただし、

所管法令等により保存期間が定められているものについては、当該期間を経過するまでの間、特定個

人情報等を保管する。 

２ 特定個人情報等を取り扱う機器、磁気媒体等又は書類等は、特定個人情報等の漏えい等の防止その

他の安全管理の確保のため、次に掲げる方法により保管又は管理する。 

（１）特定個人情報等を取り扱う機器は、施錠できるキャビネット等に保管する又は盗難防止用のセキ

ュリティワイヤー等により固定する。 

（２）特定個人情報等を含む書類又は磁気媒体等は、施錠できるキャビネット等に保管する。 

３ 特定個人情報等を含む書類又は特定個人情報ファイルを法定保存期間経過後も引き続き保管する

ときは、個人番号に係る部分をマスキング又は消去した上で保管する。 

 

（情報システムの管理） 

第２４条 当基金において使用する情報システムによって特定個人情報等を取り扱うときは、次に掲げ

る方法により管理する。 

（１）特定個人情報管理責任者は、情報システムを使用して個人番号を取り扱う事務を処理するときは、

ユーザーＩＤに付与されるアクセス権により、特定個人情報ファイルを取り扱う情報システムを使

用できる者を事務取扱担当者に限定する。 

（２）事務取扱担当者は、情報システムを取り扱う上で、正当なアクセス権を有する者であることを確

認するため、ユーザーＩＤ、パスワード等により認証する。 

（３）情報システムを外部からの不正アクセス又は不正ソフトウェアから保護するため、情報システム
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及び機器にセキュリティ対策ソフトウェア等を導入する。 

（４）特定個人情報等の漏えい等の防止その他の特定個人情報等の適切な管理のために必要な措置を講

じることとし、特定個人情報等をインターネット等により外部に送信するときは、通信経路におけ

る情報漏えい等を防止するため、通信経路の暗号化等の措置を講じる。 

 

（特定個人情報等の持出し等） 

第２５条 当基金において保有する特定個人情報等を持ち出すとき（郵送等により発送するときを含

む。）は、次に掲げる方法により管理する。 

（１）特定個人情報等を含む書類等を持ち出すときは、封緘・目隠しシールの貼付等の容易に個人番号

が判明しない措置を講じる。 

（２）特定個人情報ファイルを磁気媒体等又は機器にて持ち出すときは、ファイルへのパスワードの付

与等又はパスワードを付与できる機器の利用等の措置を講じる。 

 

第５章 特定個人情報の提供等 

 

（特定個人情報の提供） 

第２６条 当基金は、番号法第１９条各号に掲げる場合を除き、本人の同意の有無にかかわらず、特定

個人情報を第三者に提供（法的な人格を超える特定個人情報の移動を意味し、同一法人の内部等の法

的な人格を超えない特定個人情報の移動は該当しないものとする。）しないものとする。 

 

（開示） 

第２７条 当基金は、本人から当基金が保有する当該本人の特定個人情報について開示の求めがあった

ときは、特別な理由がない限り速やかに対処する。 

 

（訂正） 

第２８条 当基金は、本人から当基金が保有する当該本人の特定個人情報について訂正の求めがあった

ときは、速やかに対応する。 

 

（第三者提供の停止） 

第２９条 当基金は、本人から当基金が保有する当該本人の特定個人情報が違法に第三者に提供されて

いるという理由によって、当該特定個人情報の第三者への提供の停止が求められた場合であって、そ

の求めに理由があることが判明したときは、第三者への提供を停止する。 

 

第６章 削除、廃棄 

 

（特定個人情報等の削除、廃棄） 

第３０条 当基金は、第４条に規定する事務を行う必要が無くなった場合で、所管法令等において定め

られている保存期間を経過したときは、個人番号をできるだけ速やかに復元できない手段で削除又は

廃棄する。 

２ 当基金は、個人番号若しくは特定個人情報ファイルを削除した場合又は磁気媒体等を廃棄した場合
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には、削除又は廃棄した記録を保存するものとする。なお、当該削除又は廃棄を委託した場合は、委

託先から受領した証明書等により記録を保存するものとする。 

 

第７章 委託 

 

（委託先の監督） 

第３１条 当基金は、当基金における特定個人情報等を取り扱う事務の全部又は一部を委託するときは、

委託先と書面による委託契約の締結、又は誓約書や合意書による合意をするとともに、委託先におい

て安全管理が図られるよう、委託先に対する必要かつ適切な監督を行うこととする。 

２ 当基金は、委託先における特定個人情報等の保護体制が十分であることを確認した上で委託先を選

定する。 

３ 第１項の委託契約又は合意においては、委託先に対する次の内容を盛り込むこととする。 

（１）秘密保持義務 

（２）事業所内からの特定個人情報等の持出しの禁止（ただし、委託元又は再委託先への持ち出しの場

合を除く） 

（３）特定個人情報等の目的外利用の禁止 

（４）再委託における条件 

（５）漏えい事案等が発生した場合の委託先の責任 

（６）委託契約終了後の特定個人情報等の返却又は廃棄 

（７）特定個人情報等を取り扱う従業者の明確化 

（８）従業者に対する監督・教育 

（９）契約内容の遵守状況についての報告を求め、必要があると認めるときは委託先に対して実地の調

査を行うことができること 

 

（再委託） 

第３２条 委託先は、委託を受けた特定個人情報等を取り扱う事務の全部又は一部を再委託するときは、

委託者である当基金の許諾を得なければならない。 

２ 委託先が当基金の許諾を得て再委託するときは、再委託先の監督について前条の規定を準用する。 

３ 当基金は、委託先による再委託先への必要かつ適切な監督の実施について監督する。 

 

第８章 その他 

 

（罰則） 

第３３条 当基金は、従業者が本規程に違反する行為を行ったときは、当基金の就業規則等に基づき処

分する。 

 

（実施規定） 

第３４条 この規程に定めるもののほか、当基金の特定個人情報等の取扱いに関し必要な事項は、理事

長が別に定める。 
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附  則 

 

 この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

附  則 

 

 この規程は、平成２９年５月１日から施行する。 

 

附  則 

 

 この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

附  則 

 

 この規程は、令和元年５月１日から施行する。 

 

附  則 

 

 この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附  則 

 

 この規程は、令和２年５月２５日から施行する。 

 

附  則 

 

 この規程は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附  則 

 

 この規程は、令和４年１月１日から施行する。 

 

附  則 

 

 この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

 

附  則 

 

 この規程は、令和５年４月１日から施行する。  
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別紙１ 

 

一時金の支給に関する事務（一時金の支払いに伴い税務当局等に提出が必要な調書の作成に係る事務に

限る。）に係る事務フロー（第４条）＜個人番号の収集を基金自ら行う場合＞ 

 

①【個人番号の取得】受給権者又は将来給付が見込まれる者（以下「受給権者等」という。）から新たに

個人番号の提供を受ける場合※、基金の事務取扱担当者は、個人番号の提供を受ける受給権者等に対

して利用目的を通知し、裁定請求に必要な書類（裁定請求書等）とともに、個人番号の提供を受ける

ための書類（別紙／様式１）と本人確認書類を受領し、番号法第１６条に従った本人確認を行うもの

とする。 

 

※個人番号の提供を受ける場合（平成２８年分以降の所得に限る） 

給付の種類 個人番号の提供を受けるための書類 取得する個人番号 備考 

一時金（退職所得） 

退職所得の受給に関する申告書（以

下「申告書」という。） 

マイナンバー（個人番号）届 

受給権者 ‐ 

一時金（一時所得） マイナンバー（個人番号）届 受給権者 
支払金額が１００万円以下の

場合を除く 

一時金（非居住者） マイナンバー（個人番号）届 受給権者 

個人番号を有する場合のみ 

年中の国内源泉所得が５０万

円以下の場合を除く 

遺族給付金 

（加入者死亡・待期者死亡） 
マイナンバー（個人番号）届 

受給権者（遺族） 

及び死亡者 

支払金額が１００万円以下の

場合を除く 

 

②【特定個人情報の提供】基金の事務取扱担当者は、上記①に基づき本人確認を行った後は、事務取扱

担当者以外の者が見られないように封緘、目隠しシールの貼付等の措置を講じたうえで、個人番号届

（別紙／様式３）又は申告書を源泉徴収等事務の委託先（三井住友信託銀行株式会社）へ簡易書留等

の送付履歴がわかる方法にて提供する。なお、電子媒体を用いて送付する場合には暗号化又はパスワ

ード設置等の措置及び簡易書留等の送付履歴がわかる送付方法にて行うとともに、通信を用いて送付

する場合には専用回線又は暗号化等の措置を講じるものとする。 

 

③【特定個人情報等の保管】基金が、特定個人情報等の記載のある書類等を保管する場合には施錠でき

るキャビネット等に保管するものとし、保管状況を確認できる管理簿の作成を行うものとする。一方、

源泉徴収等事務の委託先が特定個人情報ファイルを作成・保管する場合には、外部からの不正アクセ

ス等を防止するためのファイアウォール等の設置やデータの暗号化又はパスワードによる保護等を

行い、事務完了後（申告書については法令で定める保管期間（７年）経過後）は速やかに廃棄を行う

ものとする。また、源泉徴収事務の委託先は、定期的に保管状況・廃棄記録について基金に報告する

ものとする。なお、基金が個人番号届の基金控えや本人確認書類等を保管している場合は、源泉徴収

等事務の委託先にて個人番号の処理が完了した旨の報告を受けた後に速やかに廃棄するものとする。 

 

④【源泉徴収票等の作成】源泉徴収等事務の委託先は、取得した個人番号を利用して、源泉徴収票等を

作成するものとする。この場合、委託先の事務取扱担当者は、第４条に規定する事務以外の他の目的

で利用してはならない。 
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⑤【源泉徴収票等の行政機関等への提出】源泉徴収等事務の委託先が法定調書等を行政機関等へ提出す

るに当たっては、行政機関等が指定する提出方法に従うものとする。 

 

⑥【源泉徴収票等の本人への交付】源泉徴収等事務の委託先は、所得税法施行規則第９４条に従い「退

職所得の源泉徴収票」を本人宛に交付するものとする。なお、本人宛に交付する源泉徴収票へは個人

番号の記載は行わないこととする。 

 

⑦【特定個人情報等の廃棄】基金又は源泉徴収等事務の委託先は、必要がなくなった特定個人情報等を

速やかに削除又は廃棄することとし、削除又は廃棄にかかる記録を行うものとする。 
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別紙２ 

 

年金の支給に関する事務（年金の支払いに伴い税務当局等に提出が必要な調書の作成に係る事務に限

る。）に係る事務フロー（第４条）＜個人番号の収集を基金自ら行う場合＞ 

 

①【個人番号の取得】受給権者又は将来給付が見込まれる者（以下「受給権者等」という。）から新たに

個人番号の提供を受ける場合※、基金の事務取扱担当者は、個人番号の提供を受ける受給権者等に対

して利用目的を通知し、裁定請求に必要な書類（裁定請求書等）とともに、個人番号の提供を受ける

ための書類（別紙／様式２）と本人確認書類を受領し、番号法第１６条に従った本人確認を行うもの

とする。 

 

※個人番号の提供を受ける場合（平成２８年分以降の所得に限る） 

給付の種類 個人番号の提供を受けるための書類 取得する個人番号 備考 

老齢給付金（居住者） マイナンバー（個人番号）届 受給権者 ‐ 

老齢給付金（非居住者） マイナンバー（個人番号）届 受給権者 

個人番号を有する場合のみ 

年中の国内源泉所得が５０万

円以下の場合を除く 

老齢給付金（非居住者） 租税条約に関する届出書 受給権者 個人番号を有する場合のみ 

 

②【特定個人情報の提供】基金の事務取扱担当者は、上記①に基づき本人確認を行った後は、事務取扱

担当者以外の者が見られないように封緘、目隠しシールの貼付等の措置を講じたうえで、個人番号届

（別紙／様式３）を源泉徴収等事務の委託先（三井住友信託銀行株式会社）へ簡易書留等の送付履歴

がわかる方法にて提供する。なお、電子媒体を用いて送付する場合には暗号化又はパスワード設置等

の措置及び簡易書留等の送付履歴がわかる送付方法にて行うとともに、通信を用いて送付する場合に

は専用回線又は暗号化等の措置を講じるものとする。 

 

③【特定個人情報等の保管】基金が、特定個人情報等の記載のある書類等を保管する場合には施錠でき

るキャビネット等に保管するものとし、保管状況を確認できる管理簿の作成を行うものとする。一方、

源泉徴収事務の委託先が特定個人情報ファイルを作成・保管する場合には、外部からの不正アクセス

等を防止するためのファイアウォール等の設置やデータの暗号化又はパスワードによる保護等を行

い、年金受給権の失権後は速やかに廃棄を行うものとする。また、源泉徴収事務の委託先は、定期的

に保管状況・廃棄記録について基金に報告するものとする。なお、基金が個人番号届の基金控えや本

人確認書類等を保管している場合は、源泉徴収等事務の委託先にて個人番号の登録が完了した旨の報

告を受けた後に速やかに廃棄するものとする。 

 

④【源泉徴収票等の作成】源泉徴収等事務の委託先は、取得した個人番号を利用して、源泉徴収票等を

作成するものとする。この場合、委託先の事務取扱担当者は、第４条に規定する事務以外の他の目的

で利用してはならない。 

 

⑤【源泉徴収票等の行政機関等への提出】源泉徴収等事務の委託先が法定調書等を行政機関等へ提出す
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るに当たっては、行政機関等が指定する提出方法に従うものとする。 

 

⑥【源泉徴収票等の本人への交付】源泉徴収等事務の委託先は、所得税法施行規則第９４条の２に従い

「公的年金等の源泉徴収票」を本人宛に交付するものとする。なお、本人宛に交付する源泉徴収票へ

は個人番号の記載は行わないこととする。 

 

⑦【特定個人情報等の廃棄】基金又は源泉徴収等事務の委託先は、必要がなくなった特定個人情報等を

速やかに削除又は廃棄することとし、削除又は廃棄にかかる記録を行うものとする。 
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別紙３ 

 

一時金の支給に関する事務（一時金の支払いに伴い税務当局等に提出が必要な調書の作成に係る事務に

限る。）に係る事務フロー（第４条）＜企業年金連合会に個人番号の収集を委託する場合＞ 

 

①【個人番号の取得】基金が企業年金連合会に個人番号取得事務の委託を行う場合、基金は個人番号の

提供を求める者（以下「照会対象者」という。）の４情報若しくは企業年金連合会が４情報に紐付くも

のとして個人に割り当てた照会番号を、企業年金連合会に送付するものとする。企業年金連合会から、

照会対象者の本人確認情報※の提供を受けた場合は、照会対象者の情報であるか速やかに確認し、仮

に照会対象者の情報でない場合は、企業年金連合会に照会を行う。なお、本人確認情報については、

十分なセキュリティ上の対策を講じた上で、適切に利用及び保存を行うものとする。 

※地方公共団体情報システム機構が保存する本人確認情報 

 

②【特定個人情報の提供】基金の事務取扱担当者は、企業年金連合会から提供を受けた照会対象者の本

人確認情報について、事務取扱担当者以外の者が見られないように封緘、目隠しシールの貼付等の措

置を講じたうえで、個人番号届（別紙／様式２）又は申告書を源泉徴収等事務の委託先（三井住友信

託銀行株式会社）へ簡易書留等の送付履歴がわかる方法にて提供する。なお、電子媒体を用いて送付

する場合には暗号化又はパスワード設置等の措置及び簡易書留等の送付履歴がわかる送付方法にて

行うとともに、通信を用いて送付する場合には専用回線又は暗号化等の措置を講じるものとする。 

 

③【特定個人情報等の保管】基金が、照会対象者の本人確認情報が含まれた電子媒体を保管する場合に

は、暗号化又はパスワードの付与を行った上で施錠できるキャビネット等に保管するものとし、保管

状況を確認できる管理簿の作成を行うとともに、当該保管状況について事務取扱担当者が一週間に一

回の定期的な確認を行うものとする。また、当該パスワードは定期的に変更を行うものとする。一方、

企業年金連合会から提供を受けた照会対象者の本人確認情報に基づき、源泉徴収事務の委託先が特定

個人情報ファイルを作成・保管する場合には、外部からの不正アクセス等を防止するためのファイア

ウォール等の設置やデータの暗号化又はパスワードによる保護等を行い、事務完了後（申告書につい

ては法令で定める保管期間（７年）経過後）は速やかに廃棄を行うものとする。また、源泉徴収事務

の委託先は、定期的に保管状況・廃棄記録について基金に報告するものとする。なお、基金が企業年

金連合会から提供を受けた照会対象者の本人確認情報及び個人番号届の基金控え等を保管している

場合は、源泉徴収等事務の委託先にて個人番号の処理が完了した旨の報告を受けた後に速やかに廃棄

するものとする。 

 

④【源泉徴収票等の作成】源泉徴収等事務の委託先は、取得した個人番号を利用して、源泉徴収票等を

作成するものとする。この場合、委託先の事務取扱担当者は、第４条に規定する事務以外の他の目的

で利用してはならない。 

 

⑤【源泉徴収票等の行政機関等への提出】源泉徴収等事務の委託先が法定調書等を行政機関等へ提出す

るに当たっては、行政機関等が指定する提出方法に従うものとする。 
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⑥【源泉徴収票等の本人への交付】源泉徴収等事務の委託先は、所得税法施行規則第９４条に従い「退

職所得の源泉徴収票」を本人宛に交付するものとする。なお、本人宛に交付する源泉徴収票へは個人

番号の記載は行わないこととする。 

 

⑦【特定個人情報等の廃棄】基金又は源泉徴収等事務の委託先は、必要がなくなった特定個人情報等を

速やかに削除又は廃棄することとし、削除又は廃棄にかかる記録を行うものとする。 
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別紙４ 

 

年金の支給に関する事務（年金の支払いに伴い税務当局等に提出が必要な調書の作成に係る事務に限

る。）に係る事務フロー（第４条）＜企業年金連合会に個人番号の収集を委託する場合＞ 

 

①【個人番号の取得】基金が企業年金連合会に個人番号取得事務の委託を行う場合、基金は個人番号の

提供を求める者（以下「照会対象者」という。）の４情報若しくは企業年金連合会が４情報に紐付くも

のとして個人に割り当てた照会番号を、企業年金連合会に送付するものとする。企業年金連合会から、

照会対象者の本人確認情報※の提供を受けた場合は、照会対象者の情報であるか速やかに確認し、仮

に照会対象者の情報でない場合は、企業年金連合会に照会を行う。なお、本人確認情報については、

十分なセキュリティ上の対策を講じた上で、適切に利用及び保存を行うものとする。 

※地方公共団体情報システム機構が保存する本人確認情報 

 

②【特定個人情報の提供】基金の事務取扱担当者は、企業年金連合会から提供を受けた照会対象者の本

人確認情報について、個人番号届に変換し、電子媒体を用いて送付する場合には暗号化又はパスワー

ド設置等の措置及び簡易書留等の送付履歴がわかる送付方法にて源泉徴収等事務の委託先（三井住友

信託銀行株式会社）へ提供することとする。なお、通信を用いて送付する場合には専用回線又は暗号

化等の措置を講じるものとする。 

 

③【特定個人情報等の保管】基金が、照会対象者の本人確認情報が含まれた電子媒体を保管する場合に

は、暗号化又はパスワードの付与を行った上で施錠できるキャビネット等に保管するものとし、保管

状況を確認できる管理簿の作成を行うとともに、当該保管状況について事務取扱担当者が一週間に一

回の定期的な確認を行うものとする。また、当該パスワードは定期的に変更を行うものとする。一方、

企業年金連合会から提供を受けた照会対象者の本人確認情報に基づき、源泉徴収事務の委託先が特定

個人情報ファイルを作成・保管する場合には、外部からの不正アクセス等を防止するためのファイア

ウォール等の設置やデータの暗号化又はパスワードによる保護等を行い、年金受給権の失権後は速や

かに廃棄を行うものとする。また、源泉徴収事務の委託先は、定期的に保管状況・廃棄記録について

基金に報告するものとする。なお、基金が企業年金連合会から提供を受けた照会対象者の本人確認情

報及び個人番号届の基金控え等を保管している場合は、源泉徴収等事務の委託先にて個人番号の登録

が完了した旨の報告を受けた後に速やかに廃棄するものとする。 

 

④【源泉徴収票等の作成】源泉徴収等事務の委託先は、取得した個人番号を利用して、源泉徴収票等を

作成するものとする。この場合、委託先の事務取扱担当者は、第４条に規定する事務以外の他の目的

で利用してはならない。 

 

⑤【源泉徴収票等の行政機関等への提出】源泉徴収等事務の委託先が法定調書等を行政機関等へ提出す

るに当たっては、行政機関等が指定する提出方法に従うものとする。 

 

⑥【源泉徴収票等の本人への交付】源泉徴収等事務の委託先は、所得税法施行規則第９４条の２に従い

「公的年金等の源泉徴収票」を本人宛に交付するものとする。なお、本人宛に交付する源泉徴収票へ
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は個人番号の記載は行わないこととする。 

 

⑦【特定個人情報等の廃棄】基金又は源泉徴収等事務の委託先は、必要がなくなった特定個人情報等を

速やかに削除又は廃棄することとし、削除又は廃棄にかかる記録を行うものとする。 

  



17 

別紙／様式１ 

 

【一時金（退職所得）】退職所得の受給に関する申告書 

 

 

 

年 月 日 年分 退職所得の受給に関する申告書　兼　退職所得申告書

1 0 9 9 5 加入者（員）番号

 退職所得となる場合で、この申告書の提出がありませんと、一時金の20.42％相当額が所得税及び復興特別所得税として源泉徴収されます。

市町村長

受給者

現住所

氏名 個人番号

ＣＤ

豊能 税務署長
殿 契約（基金）番号

その年の1月1日

現在の住所
現住所と

　 同じ 相違する場合は

右にご記入ください

〒

相違

支払者 所在地
大阪府豊中市

新千里西町1-1-3
名称

彩企業年金基金
法人番号 5

受託者　三井住友信託銀行株式会社

Ａ

このＡ欄には、すべての人が記載してください。（あなたが、前に退職手当等の支払を受けたことがない場合には、下のＢ欄以下の各欄には記載する必要はありません。）
 

①
退職手当等の支払を受けること

となった年月日
年

1 1 4 6 0 02 0 1 0 0 0

至 年数

年 月 日

自

年年 月 日
 

②
退職の

区分

一般
（ ）

生活

扶助

月 日

 

③
この申告書の提出先から受ける

退職手当等についての勤続期間

有 無

障害 無 うち短期勤続期間 年

うち特定役員等勤続期間

月 日 年月 日 年

Ｂ

あなたが本年中に他にも退職手当等の支払を受けたことがある場合には、このＢ欄に記載してください。
 

④

1

本年中に支払を受けた

他の退職手当等

勤続期間（自） 勤続期間（至） 年数 収入金額 源泉徴収税額 市町村民税 道府県民税

年 月 日 円 円

うち　特定役員等 年 月

円 円年 月 日

うち　短期 年 月

日 年 円日 年 月

受給資格取得年月日 支払を受けた年月日 退職の区分 支払者の所在地・名称

日 年 円日 年 月

一般 障害

2

本年中に支払を受けた

他の退職手当等

勤続期間（自） 勤続期間（至） 年数

日

年 月 日年 月 日

うち　特定役員等 年

収入金額 源泉徴収税額 市町村民税 道府県民税

年 月 円 円

月

日 円 円年 月

円

うち　短期 年 月

月 日 年日 年

円

受給資格取得年月日 支払を受けた年月日 退職の区分 支払者の所在地・名称

月 日 年日 年

日 一般 障害

3

本年中に支払を受けた

他の退職手当等

勤続期間（自） 勤続期間（至） 年数

年 月年 月 日

うち　特定役員等 年

年

収入金額 源泉徴収税額 市町村民税 道府県民税

年 月 円 円 円日 円日 月

円

うち　短期 年

月 日 年月 日 年

受給資格取得年月日 支払を受けた年月日 退職の区分 支払者の所在地・名称

月 日 年月 日 年

年 月

円

日 一般 障害日 年 月

月 日 年

うち特定役員等勤続期間 年

日 年
 ③と④の通算勤続期間

自 至 年数

年

年

うち一般勤続期間との重複勤続期間

月 日月 日 年

年

うち短期勤続期間との重複勤続期間 年 月 日

年 月 日

日 年年 月

年

年 月

月 日

日 年

うち短期勤続期間 年 月

日 年 月

月 日 年年

うち全重複勤続期間

うち一般勤続期間との重複勤続期間 年

日

 

⑥
受給資格取得年月日 勤続期間（自） 勤続期間（至） 退職の

区分

支　払　者

月 日 年月 日 年

 

⑤
月

日 年 月年 月 月 日
所在地

一般

日 年

年円 円 円

収入金額 源泉徴収税額 市町村民税 道府県民税 支払を受けた年月日

 

⑦ ③又は⑤の勤続期間のうち、⑥の勤続期間と重複している期間
自 至 年数

年 月

月 日 障害 名称円

年 月 日 日 年

㋑うち特定役員等勤続期間との重複勤続期間 年 月 日 年年 月

㋺うち短期勤続期間との重複勤続期間 年 月

日

月 日 年

Ｄ

A又はBの退職手当等についての勤続期間のうちに、前に支払を受けた退職手当等についての勤続期間の全部又は一部が通算されている場合には、その通算された勤続期

間等について、このD欄に記載してください。
 

⑧
Aの退職手当等についての勤続

期間（③）に通算された前の退職

手当等についての勤続期間

自

日 年

Ｃ

あなたが前年以前4年内（その年に確定拠出年金法に基づく老齢給付金として支給される一時金の支払を受ける場合には、19年内（令和4年3月以前の支給の場合は14年

内））に退職手当等の支払を受けたことがある場合には、このC欄に記載してください。

年 年

年数

年 月 日

至 年数
 

⑩
③又は⑤の勤続期間のうち、⑧又

は⑨の勤続期間だけからなる部分

の期間

自 至

年 月

年 ㋩ うち 特定役員等勤続期間

年 月 日

年

うち　特定役員等勤続期間 年 月 日

年 月 日月 日日

年 月 日 年年 月

うち　短期勤続期間 年 月

年 月 日日

年 ㋥ うち　短期勤続期間日 年
 

⑨
Ｂの退職手当等についての勤続

期間（④）に通算された前の退職

手当等についての勤続期間

自 至 年数
 

⑪
⑦と⑩の通算期間

年 月年 月 日日

自 至 年数

年 月 日 年 年年 月 年年 月

うち　特定役員等勤続期間 年 月 日

うち　短期勤続期間 年 月

日月 日日

年

日 年 月

日 年年 月月 年 月 日日 年 ㋭　うち㋑と㋩の通算期間

日 年 ㋬　うち㋺と㊁の通算期間 日 年年 月年 月 日
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【一時金（退職所得）／一時金（一時所得）／一時金（非居住者）】マイナンバー（個人番号）届 

彩企業年金基金

令和　  　  年　　    月　  　  日　提出

の　り　し　ろ
マイナンバーの確認書類を貼ってご提出ください。

受付年月日

マイナンバー（個人番号）届

マイナンバーを下記のとおり提出します。

◆マイナンバーカード（個人番号カード）をお持ちの方

◆マイナンバーカードをお持ちでない方

（マイナンバーカード表面） （マイナンバーカード裏面）

（通知カード表面）

＋
●通知カード

●マイナンバーが記載された住民票

(住民票記載事項証明書)

などのうちいずれか1つ

●運転免許証 ●運転経歴証明書

●パスポート ●身体障害者手帳

●在留カード

などのうちいずれか1つ

≪本人のマイナンバーを確認できる書類≫ ≪マイナンバーの持ち主であることを確認できる書類≫

「①番号確認書類」のコピーと「②身元確認書類」のコピーをそれぞれ貼ってください。

マイナンバーカードの両面コピーを貼ってください。

①番号確認書類のコピー ②身元確認書類のコピー

〈注意〉通知カードは氏名・住所等が住民票の記載事項

と一致する場合のみ使用できます。

【マイナンバーの利用目的】

当基金は、年金や一時金をお支払いする際に税務署等へ提出する、「支払調書」「源泉徴収票」等の法定調書の作成のためマイナン

バーを利用いたします。
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【遺族給付金（加入者死亡・待期者死亡）】マイナンバー（個人番号）届 

彩企業年金基金

令和　  　  年　　    月　  　  日　提出

の　り　し　ろ
マイナンバーの確認書類を貼ってご提出ください。

下記の内容をご確認のうえ亡くなった受給権者と請求者のマイナンバー確認書類をご提出ください。

受付年月日

マイナンバー（個人番号）届

一時金の請求にあたり、亡くなった受給権者と請求者のマイナンバーを下記のとおり提出します。

◆マイナンバーカード（個人番号カード）をお持ちの方

◆マイナンバーカードをお持ちでない方

（マイナンバーカード表面） （マイナンバーカード裏面）

（通知カード表面）

＋
●通知カード

●マイナンバーが記載された住民票

(住民票記載事項証明書)

などのうちいずれか1つ

●運転免許証 ●運転経歴証明書

●パスポート ●身体障害者手帳

●在留カード

などのうちいずれか1つ

≪本人のマイナンバーを確認できる書類≫ ≪マイナンバーの持ち主であることを確認できる書類≫

「①番号確認書類」のコピーと「②身元確認書類」のコピーをそれぞれ貼ってください。

マイナンバーカードの両面コピーを貼ってください。

①番号確認書類のコピー ②身元確認書類のコピー

【マイナンバーの利用目的】

当基金は、年金や一時金をお支払いする際に税務署等へ提出する、「支払調書」「源泉徴収票」等の法定調書の作成のためマイナン

バーを利用いたします。

〈注意〉通知カードは氏名・住所等が住民票の記載事項

と一致する場合のみ使用できます。
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別紙／様式２ 

 

【老齢給付金（居住者）／老齢給付金（非居住者）】マイナンバー（個人番号）届 

彩企業年金基金

令和　  　  年　　    月　  　  日　提出

の　り　し　ろ
マイナンバーの確認書類を貼ってご提出ください。

受付年月日

マイナンバー（個人番号）届

マイナンバーを下記のとおり提出します。

◆マイナンバーカード（個人番号カード）をお持ちの方

◆マイナンバーカードをお持ちでない方

（マイナンバーカード表面） （マイナンバーカード裏面）

（通知カード表面）

＋
●通知カード

●マイナンバーが記載された住民票

(住民票記載事項証明書)

などのうちいずれか1つ

●運転免許証 ●運転経歴証明書

●パスポート ●身体障害者手帳

●在留カード

などのうちいずれか1つ

≪本人のマイナンバーを確認できる書類≫ ≪マイナンバーの持ち主であることを確認できる書類≫

「①番号確認書類」のコピーと「②身元確認書類」のコピーをそれぞれ貼ってください。

マイナンバーカードの両面コピーを貼ってください。

①番号確認書類のコピー ②身元確認書類のコピー

〈注意〉通知カードは氏名・住所等が住民票の記載事項

と一致する場合のみ使用できます。

【マイナンバーの利用目的】

当基金は、年金や一時金をお支払いする際に税務署等へ提出する、「支払調書」「源泉徴収票」等の法定調書の作成のためマイナン

バーを利用いたします。
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別紙／様式３ 

 

個人番号届 

 

 


